














































































































































































































































用するとか OB や、どういう職員で体制を組むのかということは、やはり議論はありましたで 
しょうか。
矢吹　議論にはなりましたが、一応、行政不服審査法上は職員から選ぶということですので、私ども
も担当しておりますけれども、総務課から一名、あと課長級、課長補佐級の中から各一名を事案
に応じて選ぶということでさせて頂いております。
南川　有り難うございます。他に何かご質問等ございますでしょうか。
不明　古田部長、澤先生に質問なのですが、広島県行政不服審査会の構成で広島弁護士会の推薦弁護
士２名となっているのですが、神戸市の行政不服審査会委員３名のうち２名の弁護士は、弁護士
会からの推薦ではありません。例えば、知事の対立候補だった弁護士の方が推薦されて入ってき
たら、先ほど不当審査は難しいといいましたが、知事の処分は全て不当だということは可能なの
で、実際、どういう基準で推薦されているのでしょうか。
澤　　はい。有り難うございます。弁護士会の会長等にお願いしに行く時に、女性の比率も上げない
といけないということで、女性一人と男性一人ということなどいろいろ要望はしました。向こう
も推薦する時の基準が色々とあるみたいです。
南川　これはある自治体でも聞いてみたことがありまして、事務局に弁護士委員については、弁護士
会の推薦ですか、と聞いたのですが、やはりそうではなくて個人的に頼んでいるのだというよう
にいっていました。他に何かございますでしょうか。
吉野夏己（岡山大学大学院法務研究科教授・弁護士）　お二人の先生方に伺いたいのですが、行政不服
審査会を担当する色んなレベルの職員の方がいらっしゃると思うのですが、お二方みたいに法務
をずっと続けて来られたような方が居ればいいのですが、今後、やはり職員を養成する必要が出
てくるのではないかと思うのですが、そういった法務担当者の養成ということは考えられている
のでしょうか。それを教えていただきたいと思います。
澤　　はい。有り難うございます。法務担当者の養成というのは、恐らく大規模自治体はどこもそう
だと思うのですが、法務セクションがありますので、大体何回目かの異動で法務セクションに来
て、その中でリクルートされていって、広島県ですと外のポストとしては教育委員会に法務のポ
ストがあって、土木局の部署に法務のポストがあるので、その辺りをぐるっと回って、その中で
養成されていくという流れです。ただ、制度的に別枠の採用があるとか、キッチリとしたルール
があるわけではないのですが、暗黙にそういう色が付いていくという流れでの養成という形には
なっています。養成と言っていいのかどうかは分からないのですが。
古田　指定都市を見てみましても、法務担当部局には、比較的長く在籍したり、一旦外へ出ても戻っ
て来ることが多かったりしますが、そうでない例もありますので、全く法務の経験がない人ばか
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りが法務事務を担当することもありうるのかなと思います。
南川　はい。有り難うございました。
吉野　三十年前に古田部長と私も神戸市の職員で、私が教育委員会事務局におりまして、古田部長は
当時は法規係で、何軒か訴訟を一緒にした仲間なのです。古田部長は32年ほどずっと法務関連に
おられたということで、30年前の私の経験からすると、神戸市でそんなに長い人というのは極め
て例外なのではないかなという気もしています。30年前と今とでは、随分変わってきていると思
うのですが、やはり法務を扱う担当者の養成も制度的に必要になってきているのではありませんか。
古田　私が当時の法規系に配属された頃には異動希望を聞く制度はまだなくて、異動希望を聞いてい
たとしたら、法規係には異動希望者が多かったのか、いなかったのかわかりませんが、最近は、
結構、法務担当部局への異動希望者がいるようです。神戸市でも、法務を扱う担当者の養成のた
め、条例立案などを行う政策法務研修を実施していますが、政策法務研修で受けていた人が法務
担当部局に異動することもありますので、法務の中核を担うためのこうした研修は必要だと思っ
ております。それから、法律学の試験を受けて採用されている職員もいますが、情報処理、建築、
土木など各種の職種で採用された職員が相当いますが、法務担当部局だけで法務を処理できるわ
けではなく、各現場で法的な事務処理をしなければいけないところからしたら、職員一般に対す
る法務に関する研修も必要になってくると思います。
吉野　有り難うございます。時間がないところ、あと、一点だけ。古田部長のレジュメの９頁ですが、
口頭意見陳述の方法で、準備書面を出すというのも、これもいい方法だなと思ったのですが、あ
と、時間制限というのは無理でしょうか。
古田　裁判所のように、「準備書面陳述ですね。」とだけ言って、陳述したことにすることも可能だと
は思いますが、何分までとあらかじめ時間制限をすることは可能だと思います。
吉野　国税不服審判所が大体２時間ぐらい枠を取って、２時間の間で時間設定をしていて、早く終わ
れば早く終わるのですが、長いときは、２時間ですということで、制限しているように聞いたこ
とがあるので、これも一つかなと思いました。以上です。
南川　情報提供ですけれども、岡山県の実務ですが、審理員審理の場面ではないですけれども、審査
会の口頭意見陳述の場面では、あらかじめ、請求人に、来る前の段階から20分で意見を言って下
さいということで伝えてやっております。他に何かございますでしょうか。
坂本　もう一点だけ教えていただきたいのですが、澤先生に共同処理の話しで、委託型と共同設置型
と広島と鳥取の話しをいただいたと思うのですが、現在のトレンドというか、どんな感じなのか
なと。行政法改正が５年過ぎて、見直しをといわれている中で、自治体もそういう見直しを図っ
ているのかなと。あと、事務委託なのか、共同設置の良し悪しというのは、どういうところにあ
るのか。を教えていただければと思います。
澤　　はい。有り難うございます。トレンドはよく分からないのですが、当時は結局、鳥取と広島だ
けが共同処理でやるという方向でした。一度共同処理でやると決めてしまうと今更、それを止め
ましょうともいえないですし、またどこかの県が例えば新たに共同処理をしようと思っても既に
県内の市町村が審査会をそれぞれ設置しているのでそれを廃止するのは難しいでしょうから、恐
らく、鳥取と広島だけになるのではないかなと。余程のことがない限り固まるのではないかなと
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思います。メリット、デメリットというのは書かせていただいているのですが、広島県では機関
等の共同設置というのは、やったことがないので、どうやるのだというところからで、時間もな
い中で鳥取県方式をやるリスクは高過ぎるというのが一つの判断でした。やはり機関等の共同設
置のデメリットは、それぞれの団体の機関になるので、例えば、Ａという団体の部会が二つあっ
て、うちはこっちの部会でやってくれとか、うちはこっちの部会でやってくれとかいった時に、
誰がどう調整するのだとか、いろいろ難しいということです。事務委託の方のデメリットは、理
論的に建前上は、結局、県の付属機関になってしまうので、そこに市町村が全部任してしまうと
いうのが、先ほどの指摘にもありましたけれども、良いのかという点があります。また、審査庁
としては、答申を事実上拒否できないというところにデメリットは確かにあるのかもしれません。
実態としては、そのデメリットと中小市町村に全部、審査会を作って運営させることのデメリッ
トを比較して、どちらが大きいのかというと、現実にはやはり全部に作らせる方がデメリットが
大きいと考えて、事務委託がいいだろうという発想になりました。
南川　他に何かご質問ございますでしょうか。
不明　共同設置だと、自治体を増やそうとしたら、自然と規約を改正しないといけない。
澤　　鳥取県のことでしょうか。
不明　鳥取県方式は知らないのですが。事務委託だと当事者同士で片が付きますか。
澤　　そうです。機関等の共同設置だと、全部でもう一度、結びなおさないといけないと思います。
南川　他に何かございますでしょうか。
古田　補足ですが、指定都市の中では、熊本市だけが、周辺市町村と行政不服審査会の共同設置をし
ています。
南川　はい。有り難うございました。他に何かございますでしょうか。そうしましたら、そろそろお
時間がまいりました。行政不服審査制度ですけれども、まだまだ問題点があると思います。私は
情報公開審査会なども含めると二十年弱、不服申立の審査会に携わっているのですが、審査請求
人が処分の違法性を的確に主張してきたことは、本当に一度もないぐらいでして、また、弁護士
が代理人として付いている場合でも状況はだいたい同じでして、弁護士といえども、行政法に特
に詳しくなければ処分の違法性についてどのように主張したらよいのか分からないところがあり
ます。したがって、現行の行政不服審査の基本的な構造である弁明書や反論書といった仕組みが
現実とあまりマッチしていないように感じております。それから、審理員ですけれども、色々な
自治体の方からお話しを聞くのですが、やはり優秀な一部の人に仕事が集中するようで、課長さ
ん、課長補佐さんが通常業務に加えて審理員で大変な目にあっているという話もよく聞きます。
このような状況は、やはり改善していかないといけないですし、また審査会についても、本当に
自治体ごとそれぞれです。事務局が強くリーダーシップを発揮して意欲的であって、審査会を出
来るだけ形式的に済ませようとするところもあれば、反対に、事務局が全く頼りなくて、審査会
の委員に任せっぱなしにしてしまうようなところもあって、それぞれ両極端ですけれども、もち
ろん、ちゃんとやっているところもたくさんありますけれども、国が制度を理念的に作って、そ
れで実際に動かすのは各自治体という中で、自治体ごとのデコボコがかなりあるというのが実感
です。今日出されたような様々な問題について、なかなか解決策、特効薬もない状態ですので、
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この実務研究会でこれからも度々テーマとして取り上げて、何とか少しでも良い方向に進むよう
考えていければと思っております。それでは、長くなりましたが、本日の研究会はこれで終わら
せていただきます。どうも有り難うございました。お疲れ様でした。
